
証券コード　6037

2022年10月13日

株　主　各　位
東京都千代田区有楽町一丁目１番２号
（本社住所：東京都中央区八丁堀三丁目３

番 ５ 号 住 友 八 丁 堀 ビ ル ５ 階 ）

株式会社ファーストロジック
代表取締役社長 坂 口 直 大

１．日 時 2022年10月28日（金曜日）午前10時00分(受付開始:午前９時20分)

２．場 所 東京都中央区京橋一丁目10番７号

KPP八重洲ビル　12階　AP東京八重洲Gルーム

（今期より会場を変更しておりますので、末尾の会場ご案内

図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第17期（2021年８月１日から2022年７月31日まで）事業報告及

び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役３名選任の件

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

第17回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第17回定時株主総会を下記により開催いたしますの

で、ご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2022年10月27日（木曜日）午

後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

以　上

　新型コロナウイルス感染症の感染防止へのご協力のお願い

　新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、株主様の安全と健康を第一に考

えたご対応を以下のとおり実施させていただきます。なお、今後の流行状況によ

り、株主総会の運営に変更が生じる場合は、インターネット上の当社ウェブサイ

ト（アドレス　https://www.firstlogic.co.jp/）に掲載いたします。
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１. 株主の皆様へのお願い

（1）本株主総会への出席を見合わせた場合であっても、同封の議決権行使書用

紙によって株主様の議決権を行使することができますので、ぜひご利用をご検討

ください。

（２）本株主総会への出席をご検討されている株主様には、当日までの健康状態

にご留意いただき、くれぐれもご無理をなされませぬようお願い申しあげます。

また、ご高齢の方、既往症のある方、体調に不安のある方、妊娠されている方、

直近で海外渡航されていた方は、本株主総会への出席を見合わせることをご検討

ください。

２. 本株主総会における当社の対応について

（１）株主様同士のお席の間隔を広くとるため、十分な席数を確保できない可能

性がございます。座席数を超える来場がある場合、入場を制限させていただく場

合がございます。

（２）新型コロナウイルス感染症の感染防止のため、会場スタッフはマスク着用

で対応させていただく場合がありますので、予めご了承ください。

（３）入場の際にはマスクを着用のうえ、受付設置の消毒用アルコール液をご利

用いただきますようお願い申しあげます。

（４）当日は、会場受付にて体温測定をお願いする場合がございます。３７.５

度以上の発熱が確認された株主様の入場を制限させていただく場合がございま

す。

（５）会場において体調不良を感じた株主様は会場スタッフにお申し出くださ

い。また、体調不良と見受けられる株主様へ会場スタッフがお声がけすることが

ございます。

　株主総会にご出席の株主様へのお土産はありません。何卒ご理解を賜りますよ

うお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、

修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス

https://www.firstlogic.co.jp/）に掲載いたします。

－ 2 －



(2021年８月１日から
2022年７月31日まで)

（添付書類）

事　 業　 報　 告

１. 会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対する

各種政策やワクチン接種普及等により一時持ち直しの動きが見られたもの

の、オミクロン株の拡大に伴い再び経済活動が抑制される等厳しい状況で

推移いたしました。また、ウクライナ情勢の緊迫化や急激な円安の進行

等、依然として先行きは不透明な状況が続いております。一方で、当社の

事業に関連するインターネット広告の市場規模につきましては、2021年

（１月～12月）の市場規模は前年比21.4%増と拡大しております。（注）

このような環境の下、当社は「公正な不動産投資市場を創造する」をビジ

ョンとして、不動産投資ポータルサイト「楽待」を運営してまいりまし

た。

　「楽待」では、有料会員サービス「楽待プレミアム」をリリースし、不

動産投資家への有益なコンテンツを充実させ、会員数の増加策を図るとと

もに、不動産会社への営業強化を行ってまいりました。特に「楽待公式

YouTubeチャンネル」において、わかりやすく不動産投資に関する情報を

配信し、「楽待不動産投資相談室」で不動産投資に関する不安や疑問を解

決することで、会員の増加と「楽待」の利用価値の向上に寄与していると

考えております。

これらの結果、当事業年度の営業収益は1,875,838千円（前期比9.3%

増）となり、営業利益は1,013,672千円（前期比25.3%増）、経常利益は

1,013,999千円（前期比25.3%増）、当期純利益は686,390千円（前期比

37.8%増）となっております。また、当事業年度のページビュー（PV）数

は138,592千PV（前期比1.1%増）、「楽待」ウェブサイト会員数は312千人

（前期比18.3%増）、物件掲載数は51千件（前期比1.4%増）となっており

ます。

（注）出典　株式会社電通「2021年　日本の広告費」
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② 設備投資の状況

当事業年度中における設備投資の総額は65,477千円で、その主なものは

本社移転に関する工事費用及び楽待プレミアムの新サービス開発に関す

る人件費や器具及び備品の購入であり、これに要した資金はすべて自己

資金で賄っております。

③ 資金調達の状況

該当事項はありません。

区 分
第 14 期

(2019年７月期)
第 15 期

(2020年７月期)
第 16 期

(2021年７月期)

第 17 期
(当事業年度)
(2022年７月期)

営 業 収 益(千円) 1,706,610 1,671,791 1,716,451 1,875,838

経 常 利 益(千円) 865,738 867,721 809,149 1,013,999

当 期 純 利 益(千円) 564,778 569,201 497,951 686,390

１株当たり当期純利益 (円) 48.03 49.52 44.35 62.28

総 資 産(千円) 3,594,657 3,942,590 4,279,858 4,705,044

純 資 産(千円) 3,243,704 3,712,124 3,910,162 4,364,357

１株当たり純資産 (円) 279.09 323.97 353.03 399.49

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

　該当事項はありません。
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(4) 対処すべき課題

　　①継続的な成長について

当社は、不動産投資ポータルサイト「楽待」の成長が、安定的・継続的な事

業発展に必要不可欠であり、「楽待」への物件及び不動産会社等の掲載数の

増加とサイト訪問者数の増加を図ることが必須であると考えております。

今後も当社サイト内のコンテンツ及びサービスの充実による利便性向上、掲

載物件情報の拡充及び健全なサイト運営等を強化し、不動産投資家及び不動

産会社・リフォーム会社等に必要不可欠なサイトを目指してまいります。

　　②組織体制の強化について

当社は少人数で効率的な組織運営を行ってまいりましたが、事業のさらなる

成長のためには、優秀な人材確保及び人材育成が重要な課題であると考えて

おります。

今後も、優秀な人材を確保するため、採用力向上と公正な人事システム構築

に努めてまいります。

　　③システムの安定性の確保

当社の不動産投資ポータルサイト事業におきましては、インターネット上で

サービスを提供している関係上、安定したサーバー環境や通信環境を維持す

る必要があります。

そこで当社では、利用者数の増加に伴うアクセス数増加を考慮したサーバー

機器の整備、負荷分散システムの導入等が重要となります。今後も設備投資

等を継続的に行い、システムの安定性確保に取り組んでまいります。

　　④経営管理体制の強化

当社は、企業価値の持続的な拡大を図る上で、コーポレート・ガバナンスが

不可欠であると認識し、業務の適正性及び財務報告の信頼性の確保、さらに

は健全な倫理観に基づく法令遵守の徹底に努めております。

今後も、組織が健全かつ有効、効率的に運営されるように内部管理体制の整

備、強化、見直しを行うとともに、法令遵守の徹底に努めてまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

不動産投資ポータル
サ イ ト 事 業

不動産投資ポータルサイト「楽待」の運営

(5) 主要な事業内容（2022年７月31日現在）
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本 社 東京都中央区

大 阪 オ フ ィ ス 大阪府大阪市

(6) 主要な営業所及び工場（2022年７月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減

66名 17名増

(7) 使用人の状況（2022年７月31日現在）

　　　　　　（注） パート及びアルバイト等の臨時従業員は含めておりません。

(8) 主要な借入先の状況（2022年７月31日現在）

　　　該当事項はありません。

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 11,844,400株

（うち自己株式919,521株）

(3) 株主数 1,932名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

坂 口 直 大 7,523千株 68.86％

NORTHERN TRUST CO.（AVFC)SUB A/C
N O N  T R E A T Y

413 3.79

日本マスタートラスト信託銀行株式
会 社 （ 信 託 口 ）

367 3.36

G o l d m a n  S a c h s  B a n k  E u r o p e 
S E , L u x e m b o u r g  B r a n c h

328 3.01

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行
（ 信 託 口 ）

301 2.76

R E  F U N D  1 0 7 - C L I E N T  A C 186 1.71

NOMURA PB NOMINEES LIMITED 
A / C  C P B  3 0 0 7 2  4 8 2 2 7 6

170 1.56

山 下 良 久 138 1.27

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 97 0.89

青 柳 進 矢 80 0.73

２. 株式の状況（2022年7月31日現在）

(4) 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式を919,521株保有しておりますが、上記大株主から

は除外しております。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

３. 新株予約権等の状況

該当事項はありません。
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氏 名 地位及び担当 重 要 な 兼 職 の 状 況

坂 口 直 大 代 表 取 締 役 社 長

青 柳 進 矢
取 締 役
（ 開 発 部 長 ）

古 田 　 力 取 締 役

千 勝 和 夫 常 勤 監 査 役
株式会社寶友
取締役

寳 角 　 淳 監 査 役

株式会社ストリーム
代表取締役副社長
株式会社ビジョン
監査役

森 　 一 生 監 査 役

代官山綜合法律事務所
代表弁護士
Retty株式会社
取締役監査等委員
株式会社出前館
取締役（社外）

４. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

（注）１. 取締役古田力氏は、社外取締役であります。

２. 監査役千勝和夫、寳角淳及び森一生の各氏は、社外監査役であります。

３. 監査役千勝和夫氏は、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しておりま

す。

４. 監査役寳角淳氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計

に関する相当程度の知見を有しております。

５. 監査役森一生氏は、弁護士の資格を有しており、法務に関する相当程度の知見

を有しております。

６. 当社は、古田力、千勝和夫、寳角淳及び森一生の各氏を、株式会社東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届けております。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

3名
（1）

47,400千円
（2,400）

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

3名
（3）

10,800千円
（10,800）

合 計 6名 58,200千円

(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

①取締役及び監査役の報酬等の決定方針に関する事項

　当社では、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題として認識すると

ともに、中長期的な成長のための内部留保とのバランス等を総合的に勘案し

て役員報酬を決定しております。

②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

　取締役の報酬は、2013年10月25日開催の第８回定時株主総会において、年

額150,000千円以内と決議しております。当該決議時の対象とされていた役

員の員数は３名であります。また別枠で、2013年10月25日開催の第８回定時

株主総会において、ストック・オプション報酬額として年1,500個分の公正

な評価額以内と決議しております。当該決議の対象とされていた役員の員数

は３名であります。

　監査役の報酬は、2008年９月29日開催の第３回定時株主総会において、年

額30,000千円以内と決議しております。当該決議時の対象とされていた役員

の員数は１名であります。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

　取締役の個人別の報酬等については、2021年10月22日開催の取締役会にて

代表取締役社長　坂口直大に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を

委任する旨の決議をしております。その権限の内容は、各取締役の基本報酬

の額であり、この権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰することが

でき、全ての取締役に対し客観的な評価を下すことができると判断したため

であります。

④取締役及び監査役の報酬等の総額等

※報酬はすべて基本報酬のみになります。業績連動報酬及び非金銭報酬等はあ

りません。
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(3) 社外役員に関する事項

①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

・監査役千勝和夫氏は、株式会社寶友の取締役であります。当社と兼職先

との間には特別の関係はありません。

・監査役寳角淳氏は、株式会社ストリームの代表取締役副社長及び株式会

社ビジョンの監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係

はありません。

・監査役森一生氏は、代官山綜合法律事務所の代表弁護士及びRetty株式

会社の取締役監査等委員、株式会社出前館の社外取締役であります。当

社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

－ 10 －



主 な 活 動 状 況

取締役 古 田 　 力

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回に出席

いたしました。出席した取締役会において、金融機関及

び事業会社の取締役・監査役としての豊富な知識・経験

を有しており、経営全般の観点から適宜発言を行ってお

ります。

監査役 千 勝 和 夫

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査

役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した取締

役会において、事業会社の監査役としての豊富な経験と

専門的見地から適宜質問し、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。

また、当事業年度に開催された監査役会において、監査

結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議

を行っております。

監査役 寳 角 　 淳

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査

役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した取締

役会において、公認会計士としての専門的見地から適宜

質問し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す

るための発言を行っております。

また、当事業年度に開催された監査役会において、監査

結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議

を行っております。

監査役 森 　 一 生

当事業年度に開催された取締役会13回のうち13回、監査

役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した取締

役会において、弁護士としての専門的見地から適宜質問

し、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するた

めの発言を行っております。

また、当事業年度に開催された監査役会において、監査

結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議

を行っております。

②当事業年度における主な活動状況

　出席状況及び発言状況並びに社外取締役に期待される役割に関して行った

職務の概要

③責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び各社外監査役は、定款及び会社法第427条第１項

の規定により、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
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約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としておりま

す。

(4)会社役員が締結している補償契約に関する事項

　該当事項はありません。

(5)会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項

　当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結し、被保険者が負担することになる争訴費用及び損害賠償金

等を当該保険契約により補填することとしております。

　当該契約の被保険者は当社及び取締役・監査役などの管理監督的立場にある

者であり、すべての被保険者にかかる保険料を全額当社が負担しております。
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等
の額

9,600千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭そ
の他の財産上の利益の合計額

9,600千円

５. 会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　アーク有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬

見積りの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行った上で、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合など、その必

要があると判断した場合には、会計監査人の解任又は不再任に関する議案を

決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い

たします。また、会計監査人が会社法第３４０条第１項各号に定める項目に

該当すると認められた場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最

初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任理由

を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

１. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

a. 当社では、取締役及び使用人がコンプライアンス意識をもって、法令、

定款、社内規程等に則った職務執行を行っております。

b. 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、弁護士

や警察等とも連携して、毅然とした姿勢で組織的に対応しております。

c. 取締役会は、法令諸規則に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を

満たすよう、業務執行の決定と取締役の職務の監督を行っております。

d. 監査役は、独立した立場から法令が定める権限を行使し、取締役の職務

の執行を監査しております。

e. 取締役及び使用人の法令違反については、就業規則等に基づき、処罰の

対象としております。

２. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

a. 重要な会議体の議事録等、取締役の職務の執行に係る情報を含む重要文

書（電磁的記録を含む。）は、当該規程等の定めるところに従い、適切

に保存、管理しております。

b. 管理部門を管掌する取締役を担当役員とし、各規程に基づき情報資産の

保護・管理を行っております。

３. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

a. 取締役は、当社の事業に伴う様々なリスクを把握し、統合的にリスク管

理を行うことの重要性を認識した上で、諸リスクの把握、評価及び管理

に努めております。

b. 不測の事態が発生した場合には、管理部門を管掌する取締役を対応責任

者とし、リスクの内容により顧問弁護士等、社外の専門家を含む対策本

部を編成し迅速かつ適切に対応し、損失を最小限に抑えることとしてお

ります。

４. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

a. 取締役会は、定款及び取締役会規程に基づき運営し、月次で定時開催

し、または必要に応じて随時開催しております。
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b. 取締役は緊密に意見交換を行い、情報共有を図ることにより、効率的、

機動的かつ迅速に職務を執行しております。

c. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、組織規

程、業務分掌規程及び稟議規程を制定しております。

d. 「業務分掌規程」「職務権限規程」「稟議規程」等、各種社内規程を整

備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図り、適正かつ効率的な職務

の執行が行われる体制を構築しております。

５. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

a. 職務権限を定めて責任と権限を明確化し、各部門における執行の体制を

確立しております。

b. 必要となる各種の決裁制度、社内規程及びマニュアル等を備え、これを

周知し運営しております。

c. 個人情報管理責任者を定め、同責任者を中心とする個人情報保護体制を

構築し、運営しております。また、同責任者の指揮下に事務局を設け、

適正な個人情報保護とその継続的な改善に努めております。

６. 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項及び当該使用人の取締役か

らの独立性に関する事項

a. 監査役は、監査役の指揮命令に服する使用人（以下、「監査役の補助

者」という。）を置くことを取締役会に対して求めることができます。

b. 監査役の補助者は、監査役より指示された監査業務の実施に関して取締

役の指揮命令系統から独立しております。

c. 監査役の補助者の人事異動、人事評価及び懲戒処分については、監査役

の事前の同意を必要としております。

７. 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事

項

監査役の補助者は、監査役の指示に従い、監査役の監査に必要な調査をする

権限を有します。

８. 監査役の職務の遂行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続その他

の職務遂行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査役が通常の監査によって生ずる前払費用を請求した場合は、速やかに処

理しております。通常の監査費用以外に、緊急の監査費用、専門家を利用す

る新たな調査費用が発生する場合においては、監査役は担当役員に事前に通

知するものとしております。

－ 15 －



９. 監査役へ報告した者が当該報告したことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制

監査役への報告を行った当社の役員及び使用人に対し、当該報告をしたこと

を理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社の役員及び使

用人に周知徹底しております。

１０. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制

a. 取締役及び使用人は、法定の事項に加え、当社に重大な影響を及ぼすお

それのある事項、重要な会議体で決議された事項、内部監査の状況等に

ついて、遅滞なく監査役に報告しております。

b. 取締役及び使用人は、監査役の求めに応じ、速やかに業務執行の状況等

を報告しております。

１１. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

a. 監査役は、定期的に代表取締役と意見交換を行っております。また、必

要に応じて当社の取締役及び重要な使用人からヒアリングを行っており

ます。

b. 監査役は、必要に応じて監査法人と意見交換を行っております。

c. 監査役は、必要に応じて独自に弁護士及び公認会計士その他の専門家の

助力を得ることができます。

d. 監査役は、定期的に内部監査担当と意見交換を行い、連携の強化を図っ

ております。

(2) 当該体制の運用状況

財務報告の有効性に関する評価、各部署における業務の統制の状況並びに法

令遵守の状況においては、常勤監査役と内部監査室が連携して計画的に実施

する内部監査により検証しており、各々の検証結果については内部監査報告

書として代表取締役及び常勤監査役に対し、報告を行っております。また、

常勤監査役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて適切に対応してい

るか、業務執行を行う取締役に適時確認しており、その検証結果は監査役会

において情報共有し、必要に応じて代表取締役に報告しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

敷 金

破 産 更 生 債 権 等

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金
　

4,501,336

4,101,315

305,831

10,797

85,081

△1,689

203,708

47,400

33,505

53,587

△39,692

56,520

1,104

55,416

99,787

66,455

220

33,332

△220
　

流 動 負 債 340,687

未 払 金 42,665

未 払 費 用 7,332

前 受 金 73,287

未 払 法 人 税 等 126,269

未 払 消 費 税 等 28,094

預 り 金 21,837

賞 与 引 当 金 41,200

負 債 合 計 340,687

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,364,357

資 本 金 87,357

資 本 剰 余 金 968,086

資 本 準 備 金 7,355

その他資本剰余金 960,731

利 益 剰 余 金 4,015,475

利 益 準 備 金 14,484

その他利益剰余金 4,000,991

繰越利益剰余金 4,000,991

自 己 株 式 △706,561

純 資 産 合 計 4,364,357

資 産 合 計 4,705,044 負 債 純 資 産 合 計 4,705,044

貸　借　対　照　表

（2022年7月31日現在）
（単位：千円）
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(2021年８月１日から
2022年７月31日まで)

科 目 金 額

営 業 収 益 1,875,838

営 業 費 用 862,166

営 業 利 益 1,013,672

営 業 外 収 益

受 取 利 息 35

受 取 賃 貸 料 660

雑 収 入 243 938

営 業 外 費 用

支 払 手 数 料 612 612

経 常 利 益 1,013,999

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 356 356

特 別 損 失

固 定 資 産 除 去 損 201

本 社 移 転 費 用 2,134 2,335

税 引 前 当 期 純 利 益 1,012,020

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 283,380

法 人 税 等 調 整 額 42,249 325,629

当 期 純 利 益 686,390

損　益　計　算　書

（単位：千円）
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(2021年８月１日から
2022年７月31日まで)
株 主 資 本

純資産
合 計資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 87,357 7,355 960,071 967,426 5,880 3,433,963 3,439,843 △584,464 3,910,162 3,910,162

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 686,390 686,390 686,390 686,390

剰余金の配当 8,604 △119,362 △110,758 △110,758 △110,758

自己株式の取得 △129,936 △129,936 △129,936

自己株式の処分 660 660 7,839 8,499 8,499

当期変動額合計 － － 660 660 8,604 567,027 575,631 △122,097 454,194 454,194

当 期 末 残 高 87,357 7,355 960,731 968,086 14,484 4,000,991 4,015,475 △706,561 4,364,357 4,364,357

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 建物については定額法、工具、器具及び備品につ

いては定率法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　　　18年

工具、器具及び備品　　　３年～15年

② 無形固定資産 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

商標権　　　　　　　　　　　　10年

自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(2) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員の賞与支給に備えて、賞与支給見込額の当

事業年度負担額を計上しております。

(3) 収益及び費用の計上基準

   不動産投資ポータルサイト事業

  不動産投資ポータルサイト事業は、主に不動産会社向けに、物件掲載サービ

ス、提案サービス、広告サービス、セミナー掲載サービスの提供を行っておりま

す。これらは、履行義務が一時点で履行充足される取引であり、顧客にサービス

が提供された時点で収益を認識しております。

２.会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することとしております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経

過的な取扱いに従っておりますが、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。　

また、収益認識会計基準等の適用による損益に与える影響はありません。
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当事業年度
期首株式数
（株）

当事業年度
増加株式数
（株）

当事業年度
減少株式数
（株）

当事業年度末
株式数（株）

発行済株式

普通株式 11,844,400 - - 11,844,400

合計 11,844,400 - - 11,844,400

自己株式

普通株式 768,536 161,300 10,315 919,521

合計 768,536 161,300 10,315 919,521

決 議
株式の

種 類

配 当 の

原 資

配 当 金

の 総 額

1株当たり

配 当 額
基 準 日

効 力

発 生 日

2 0 2 1 年

1 0 月 2 2 日

定時株主総会

普 通

株 式

利 益

剰 余 金

110,758

千円
10円

2 0 2 1 年

７月31日

2 0 2 1 年

10月25日

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価

算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来に

わたって適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

３.株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当事業年度の発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する

事項

（注）１．普通株式の自己株式の増加は、取締役会決議による自己株式の取得による

増加161,300株であります。

２．普通株式の自己株式の減少は、取締役会決議による自己株式の処分による

減少10,315株であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等
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決 議 予 定
株式の

種 類

配 当 の

原 資

配 当 金

の 総 額

1株当たり

配 当 額
基 準 日

効 力

発 生 日

2 0 2 2 年

1 0 月 2 8 日

定時株主総会

普 通

株 式

利 益

剰 余 金

120,173

千円
11円

2 0 2 2 年

７月31日

2 0 2 2 年

10月31日

該当事項はありません。

サービスの種類 売上金額

　物件掲載サービス 908,480千円

　提案サービス 290,870千円

　広告掲載サービス 445,483千円

　セミナー掲載サービス 96,100千円

　その他 134,905千円

合計 1,875,838千円

　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

(3) 当事業年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないもの

を除く。)の目的となる株式の種類及び数

４. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社は、必要な資金は自己資金で賄っております。余資につきましては、普通預

金で保有しております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況等の悪化

等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。回収遅延債権については、

定期的に各担当者に報告され、個別に把握及び対応を行う体制としております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2022年７月31日における貸借対照表の内、現金は注記を省略しており、預金及び売

掛金については短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省

略しております。

５.収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報
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当事業年度

　契約負債（期首残高） －

　契約負債（期末残高） 73,287千円

繰延税金資産

賞与引当金 14,251千円

未払費用 2,247千円

未払事業税 13,738千円

未払金 289千円

敷金 314千円

減価償却費 2,490千円

繰延税金資産小計 33,332千円

　評価性引当額 －千円

繰延税金資産合計 33,332千円

(1) １株当たりの純資産額 399円49銭

(2) １株当たりの当期純利益 62円28銭

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（３）収益及び費用の計上基準」

に記載のとおりであります。

（3）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

   ①契約負債の残高等

契約負債は、主に広告サービスに係る顧客からの前受金に関するものでありま

す。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。貸借対照表上、契約負債は

「前受金」に計上しております。

   ②残存履行義務に配分した取引価格

該当事項はありません。

５. 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

６. １株当たり情報に関する注記

７. 重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

2022年９月21日

株式会社ファーストロジック

取締役会　御中

アーク有限責任監査法人
東京オフィス

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 木　村　ゆりか

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 上 田 正 樹
　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファー
ストロジックの2021年８月１日から2022年７月31日までの第17期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監
査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、
その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責
任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま
れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではな
い。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、
通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過
程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがある
と判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類
等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締
役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等
に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、
監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し
て以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要
な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及
び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によっ
て行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価す
る。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じ
させるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含
めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時

期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見
事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
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監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職
業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合
理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを
講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監　査　報　告　書

当監査役会は、2021年８月１日から2022年７月31日までの第17期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の

実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査

人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と

意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも

に、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役

及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を

受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関す

る品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整

備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人アーク有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

2022年９月21日

株式会社ファーストロジック　監査役会

常勤監査役（社外監査役）千勝和夫　 ㊞
社外監査役 寳角　淳　 ㊞
社外監査役 森　一生　 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件

　当社は株主の皆様への利益還元を経営上の最重要課題の一つと考え、将来の事 

業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を 

継続して実施していくことを基本方針としております。

　第17期の期末配当につきましては、配当性向20%を目途に実施していく方針か

ら１株当たり11円の配当を実施させていただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

　①　配当財産の種類

　　　金銭といたします。

　②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　　　当社普通株式１株につき金11円といたしたいと存じます。

　　　なお、この場合の配当総額は120,173,669円となります。

　③　剰余金の配当が効力を生じる日

　　　2022年10月31日
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現行定款 変更案

（本店の所在地） （本店の所在地）

第３条 当会社は、本店を東京都

千代田区に置く。

第３条 当会社は、本店を東京都中

央区に置く。

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

（１）本店の所在地の変更

　現行定款第３条に定める本店の所在地を「東京都千代田区」から「東京都中央

区」に変更するものであります。

（２）株主総会資料の電子提供制度導入に備えるための変更

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書き

に規定する改正規定が2022年９月１日に施行されましたので、株主総会資料の電

子提供制度が導入されたことに伴い、次のとおり定款を変更するものでありま

す。

①株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に

定めることが義務づけられたことから、変更案第15条（電子提供措置等）第１項

を新設するものであります。

②株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のう

ち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で

定める範囲に限定することができるようにするため、変更案第15条（電子提供措

置等）第２項を新設するものであります。

③株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款第15条（株主総会参

考資料等のインターネット開示とみなし提供）の規定は不要になるため、これを

削除するものであります。

④上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものであります。

なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容

　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
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現行定款 変更案

（株主総会参考書類等のインターネ

ット開示とみなし提供）

（削除）

第15条 当会社は、株主総会の招

集に関し、株主総会参考

書類、事業報告、計算書

類及び連結計算書類に記

載又は表示をすべき事項

に係る情報を、法務省令

に定めるところに従いイ

ンターネットを利用する

方法で開示することによ

り、株主に対して提供し

たものとみなすことがで

きる。

（新設） （電子提供措置等）

第15条 当会社は、株主総会の招集

に際し、株主総会参考書類

等の内容である情報につい

て、電子提供措置をとるも

のとする。

２ 当会社は、電子提供措置事

項のうち法務省令で定める

ものの全部又は一部につい

て、議決権の基準日までに

書面の交付を請求した株主

に対して交付する書面に記

載することを要しないもの

とする。
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現行定款 変更案

（新設） （附則）

第１条 変更前定款第15条は、施行

日から６か月を経過した日

又は施行日から６か月以内

に開催される株主総会日か

ら３か月を経過した日のい

ずれか遅い日まで効力を有

する。

２ 本条は、前項で定めるいず

れか遅い日後をもってこれ

を削除する。
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候補者
番　号

ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当社
の 株 式 数

１

さか

坂

 

　
ぐち

口

 

　
なお

直

 

　
ひろ

大

(1976年７月27日)

2001年３月 ウルシステムズ株式会社入社

2005年８月 当社設立 代表取締役社長

(現任)

7,523,200株

２

あお

青

 

　
やぎ

柳

 

　
しん

進

 

　
や

矢

(1970年10月16日)

1996年７月 株式会社アクティス入社

1998年５月 株式会社ビー・エイチ・ティ

入社

2007年10月 当社開発部長(現任)

2008年９月 当社取締役(現任)

80,000株

３

ふる

古

 

　
た

田

 

　

 

　

 

　
ちから

力

(1945年９月１日)

1970年４月 株式会社三和銀行入行

1997年２月 三和モーゲッジサービス株式

会社 代表取締役

1999年６月 西日本建設業保証株式会社入

社 常務取締役

1999年７月 財団法人建設業振興基金 監事

2005年６月 株式会社フューチャープロデ

ュース入社

2006年７月 同社監査役

2010年６月 当社社外取締役(現任)

－株

第３号議案 取締役３名選任の件

　取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役の候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 坂口氏は当社の大株主であり親会社等に当たります。

３.当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結し、被保険者が負担することになる争訴費用及び損害賠償金等

を当該保険契約により補填することとしております。当該契約の被保険者は当

社及び取締役・監査役の管理監督的立場にある者であり、すべての被保険者に

かかる保険料を全額当社が負担しております。各候補者はこの被保険者であり

ます。当該保険契約の次回更新時においては同内容にて更新を予定しておりま

す。

４. 古田氏は、社外取締役候補者であります。

５. 古田氏を社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要は、金融機関

及び事業会社の取締役・監査役としての豊富な知識・経験を有しており、社外

取締役に選任された場合には、その卓越した見識を当社の経営全般に寄与して

いただけるものと期待しております。なお、同氏は、当社の社外取締役であ
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り、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって12年４ヶ月とな

ります。

６. 当社は古田氏が社外取締役として就任した場合には、定款及び会社法第427条

第１項の規定により損害賠償責任を限定する契約を継続する予定であります。

当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としておりま

す。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役が責任の原因とな

った職務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

７. 当社は、古田氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており

ます。同氏の再任が承認された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする

予定であります。
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ふ 　 り 　 が 　 な

氏　　　　　名

（生 年 月 日）

略 歴 及 び 当 社 に お け る 地 位
（重 要 な 兼 職 の 状 況）

所有する当
社の株式数

さか

坂

 

　
した

下

 

　
なお

尚

 

　
や

弥

(1984年７月18日)

2007年12月 有限責任あずさ監査法人入所

2013年３月 公認会計士登録

2013年６月 小谷野公認会計士事務所入所

2015年10月 税理士登録

2015年10月 坂下尚弥公認会計士事務所所

長（現任）

2017年８月 当社監査役

－株

第４号議案 補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取

締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとします。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役の候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 坂下氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

３. 当社は坂下氏が社外監査役に就任された場合には、同氏が被保険者となる会社

法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で

締結する予定であります。

４. 坂下氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、公認会計士及び税理士として

の専門知識・経験及び会計事務所経営者としての経験を有しており、当社の経

営全般に対して提言いただくとともに、当社の業務執行の指導及び監査に活か

していただくためであります。

５. 坂下氏が社外監査役として就任した場合には、定款及び会社法第427条第１項

の規定により損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契

約に基づく責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。な

お、当該責任限定が認められるのは、当該社外監査役が責任の原因となった職

務の遂行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

以上
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株主総会 会場ご案内図

東京都中央区京橋一丁目10番７号

KPP八重洲ビル　12階　AP東京八重洲Gルーム
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東京ステーション
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ブックセンター

正面入口▼

JR東京駅
八重洲
地下街

日本橋二丁目

日本橋駅

宝町駅

京橋駅

AP日本橋

AP東京八重洲

(ＴＥＬ) ０３－６２２８－８１０９

交通のご案内

ＪＲ各線「東京駅」八重洲中央口（八重洲地下街24出口）より

　　　　　　　　　　　　　　 徒歩約６分

地下鉄

東京メトロ銀座線「日本橋駅」 徒歩約５分

　　　　　　　　「京橋駅」　 徒歩約４分

都営浅草線　　　「宝町駅」　 徒歩約４分


